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■１．はじめに

　欧州連合（EU）の閣僚理事会（注１）と欧

州議会は昨年12月、本年10月の導入を目指す

炭素国境調整措置に関する暫定合意（注２）を

公表した。炭素国境調整措置とは、炭素排出

規制の緩い国から輸入する製品に、国内（本

件ではEU域内）と同等の規制負担を課す仕

組みである。EUは、2030年までの温室効果

ガス（GHG）の削減目標（注３）を達成する

ため、排出量取引制度（EU ETS）の改革案

を始めとする13項目の施策を2021年に公表し

た。炭素国境調整措置はその一つであり、域

内事業者がEU ETSの炭素価格負担により国

際競争上不利にならないこと等を目的として

いる。裏を返せば、域外各国からのEU向け

輸出には相応の影響が生じる。

　炭素国境調整措置を導入するEUのCBAM
（注４）規則案の原案（注５）は2021年７月に欧

州委員会から公表されたが、その後に閣僚理

事会と欧州議会にて審議が行われ、前者は若

干の修正（注６）を、後者はやや大幅な修正（注７）

を求めていた。このため双方が協議を重ね、

昨年12月に暫定合意に至ったという経緯であ

る。ただし、本稿執筆時点では、暫定合意を

踏まえた規則案の改訂版は未公表である（注８）。

　そこで本稿では、CBAM規則案を昨年12

月の暫定合意も踏まえて概観するとともに、

EU域外からの反応を整理し、最後に日本に

とっての課題についてまとめてみた（注９）。
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■２．CBAM規則案の内容

⑴　CBAM規則案の概要

　CBAM規則案は、輸入業者に対し、後述

する対象品目をEU域外から輸入する際に、

EU ETSの炭素価格にリンクして価格付けさ

れた排出許可証の購入を義務付ける。その目

的は、EU ETSの負担のある域内事業者と、

同種の負担が相対的に軽い域外事業者との競

争条件を平準化し、域内事業者の域外シフト

に伴う「カーボンリーケージ」（削減される

べき炭素排出の域外への漏れ）を防ぐことに

ある。

　対象品目は、原案ではカーボンリーケージ

の懸念のある鉄鋼、セメント、アルミニウム、

肥料、および電力という５品目であったが、

暫定合意で水素、および対象品目の特定の前

駆体（ある物質を合成する前段階の物質（注10））

や一部の川下製品（ネジやボルトなど）が加

えられた。制度の導入予定は本年10月（原案

では本年１月だった）であるが、2025年12月

までは移行期間とされ、輸入業者に課せられ

るのは報告義務（対象品目の輸入量や炭素排

出量などの報告）のみとなる。

　制度が本格導入される2026年１月以降、輸

入業者は排出許可証を、輸入製品の炭素排出

量に応じて当局から購入しなければならない

（図表）。ここでの炭素排出量は、原案では製

品生産時の化石燃料使用に伴う「直接的な排

出量」のみだったが、暫定合意にて条件付き

ながら後述の「間接的な排出量」も含むこと

になった。

⑵�　炭素排出量の計測におけるCBAM

規則案の特徴

　上記のように、排出許可証の購入金額を算

定するには、まず輸入製品の生産時の炭素排

出量を知る必要がある。その際、次の２つの

課題が指摘できる（注11）。

（図表）購入すべき排出許可証の算定方法

（資料）European Commission ［2021a］, Article ７−８、European Commission ［2021b］, Annex III−V、および
Council of the EU ［2022b］より筆者作成。

算　定　式 購入すべき排出許可証の総額 ＝ EU ETSの炭素価格 × 輸入製品の生産時の炭素排出量

炭素価格 ・EU ETS排出枠オークションにおける炭素価格の週次平均値を用いる。

炭素排出量

・�輸入製品の生産時の化石燃料使用に伴う「直接的な排出量」を用いる。さらに、十分な条件を付けた上で「間
接的な排出量」も含める。

・�排出量の計測は、EUに認定された検証機関が輸出国の生産施設で行う。これが行えない場合は輸出国の同
種製品の平均値、その値の入手も難しい場合はEUの同種製品の生産施設のうち排出量の多い上位10％の
施設の平均値を用いる。

・�電力輸入の場合は例外扱いとし、排出量の計測には原則として、輸出国の平均値を用いる。その値の入手
が難しい場合は、EU内の化石燃料発電に伴う排出量の平均値を用いる。
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①　輸入製品の炭素排出量の計測がそもそ

も容易でない。特に、生産工程の様々

な段階でエネルギーが使用される場合

や、サプライチェーンが複数の国にま

たがる場合はかなり難しい。

②　計測対象を、生産時の化石燃料使用に

伴う「直接的な排出量」のみとするか、

生産時の電力使用等に伴う（その発電

等に要した）「間接的な排出量」まで

含めるかを選択しなければならない。

理想的には「間接的な排出量」まで含

めるべきだが、実務的には必ずしも容

易でない。

　これらに関し、CBAM規則案では以下の

対応が行われた。

①　対象品目は、原案では、生産工程やサ

プライチェーンが比較的複雑でない前

述の５品目に絞られ、化学製品や石油

製品は炭素排出量の計測が難しいため

外された（注12）。しかし、その後の暫

定合意では、化学製品の一種である水

素が加えられ、さらに対象品目の特定

の前駆体や一部の川下製品も含めるこ

とになった。

②　計測対象は、原案段階では実務的に容

易な「直接的な排出量」のみとされた

が、暫定合意にて、条件付きながら「間

接的な排出量」も含めることになった。

　対象品目や計測対象が原案より広がったの

は、主に欧州議会が求めていた修正内容を反

映したからである。なお、原案では、欧州委

員会が移行期間中に対象品目の拡張を改めて

検討するとされていたが（注13）、暫定合意で

も、欧州委員会が同期間終了までに有機化学

品やプラスチックなどを対象品目に追加する

ことを検討する旨が明記された（注14）。

⑶�　輸出国側でのカーボンプライシン

グに応じた減免措置

　EU加盟国以外でも、①EU ETSが既に適

用されている国、および②EU ETSと完全に

リンクしたカーボンプライシングのある国は、

CBAM規則案の適用対象とならない（注15）。

すなわち、これらの国から輸入する場合は排

出許可証の購入義務はない。日本を含むその

他の国々から輸入する場合は購入義務があ

り、カーボンプライシングの国際的な二重賦

課が生じるおそれがある。CBAM規則案で

はこれを防ぐため、その製品につき輸出国側

で支払った（炭素税や排出量取引などの）炭

素価格の分だけ、輸入時に購入すべき排出許

可証の金額を減免するとしている。

　そこで課題となるのが、輸出国側で支払っ

た炭素価格の認定である。炭素税や排出量取

引などの明示的なカーボンプライシングがあ

れば価格は明らかなため、認定は容易である。

一方、暗示的なカーボンプライシングの場合、

炭素価格の計測と認定は難しい。暗示的なカ

ーボンプライシングとは、GHG排出削減を

直接的な目的としないエネルギー課税や、再

生可能エネルギーの導入促進に向けた固定価

格買取制度（FIT）の賦課金などである。
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　日本の場合は、地球温暖化対策税（CO2１

トン当たり289円）が明示的なカーボンプラ

イシングに該当する。一方、化石燃料諸税や

FIT賦課金、そして幾つかの規制や自主的な

取り組み（注16）は暗示的なカーボンプライシ

ングとされる。なお、日本でも今後、明示的

なカーボンプライシングが本格的に導入され

るが、それについては以下で改めて取り上げ

る。

■３．EU域外からの反応とEU
側の説明

⑴　EU域外各国からの反対

　CBAM規則案の適用対象となるEU域外か

らは、同案への反対論が聞かれる。経済的影

響が大きいのは、対象品目のEU向け輸出の

大きいロシアやウクライナ、トルコ、中国と

されてきたが（注17）、反対しているのはこれ

らの国々に限らない。

　論点は２つある。第１の論点は、CBAM

規則案は保護主義的であり、世界貿易機関

（WTO）ルールと整合的でないというもの

だ。原案が公表される前から、中国やロシア

を含む８カ国がWTOの市場アクセス委員会

に貿易懸念事項として提起していた（注18）。

原案公表直後には中国（注19）やロシア（注20）

に加えてオーストラリア（注21）も批判の声を

上げており、WTOの物品理事会や市場アク

セス委員会で議論が行われている（注22）。最

近でもインドが、CBAMは「恣意的または

不当な差別の手段、または国際貿易に対する

偽装した制限を構成するもの」と指摘する文

書をWTOに送付した（注23）。こうしたWTO

ルールとの整合性については、幾つもの先行

研究（注24）で議論が整理されている。本稿で

は紙幅の都合もあり詳細に立ち入らないが、

一つの焦点は、「恣意的な差別」とならない

ように輸出国の事情に配慮して負担を調整す

る柔軟性があるか否か、とみられる（注25）。

　第２の論点は、先進国地域であるEUと同

等の負担を新興国に求めるのは、気候変動枠

組条約第３条の「共通だが差異のある責任と

各国の能力に従うべき」という原則に反する

というものだ。この点は代表的には2021年４

月、インド・中国・ブラジル・南アフリカの

４カ国共同声明にて指摘された（注26）。南ア

フリカは昨年12月にも、CBAMはEUの規制

を一方的に押し付けるものと改めて批判して

いる（注27）。

⑵　やや複雑な米国の反応

　EU域外でも米国の反応はやや複雑である。

2021年３月時点でケリー大統領領特使（気候

変動問題担当）が「CBAMは最後の手段（Last 

Resort）にすべき」と発言し、EUを牽制し

ていた（注28）。同年７月にイエレン財務長官

はEUの名指しを避けつつ、「炭素国境調整措

置では明示的なカーボンプライシングのみに

焦点を当てるのではなく、その国の気候政策

が炭素排出量をどの程度削減しているかに焦

点を当てることが重要である」と述べていた
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（注29）。米国には全国規模の明示的なカーボ

ンプライシングが無いため、米国からの輸出

品はCBAM上の減免措置を受けられない公

算が大きい。昨年12月の暫定合意に対しては

一部の上院議員がEUを名指しして強く反発

したが（注30）、その理由はイエレン財務長官

と同じく、暗示的なカーボンプライシングで

ある米国内の炭素規制コストが勘案されない

点にあった。

　実は米国には以前より、中国やロシアなど

炭素規制が米国より遅れている新興国を標的

にして、炭素国境調整措置を自ら導入しよう

という動きがある。近年では、2020年のバイ

デン大統領候補（当時）の選挙公約（注31）や

民主党綱領（注32）に導入方針が明記され、

2021年７月には民主党議員から導入法案（注33）

が議会提出された（注34）。この法案は成立し

なかったが、昨年６月にその後継法案（クリ

ーン競争法案（注35））が提出されている。ク

リーン競争法案は、平均的な炭素規制コスト

を負担していない国内製造業者に対して全国

規模の明示的なカーボンプライシングを課し

たうえで、炭素国境調整措置を導入するもの

だ（注36）。ただし、成立の可能性が低いとみ

られるうえ（注37）、仮に成立しても炭素価格

はEUを下回るから（注38）、いずれにしても米

国からEUヘの輸出品はCBAMの影響を受け

ざるを得ない。このため、上述のように一部

の上院議員が強く反発したとみられる（注39）。

⑶　EU側の説明

　欧州委員会は、EU域外からの反発は承知

のうえでCBAM規則案の原案を2021年に公

表し、制度詳細に関する域外各国との対話や

国際協力を2025年12月までの移行期間中に行

うとしてきた（注40）。WTOルールとの整合

性に関しては、欧州委員会は①環境政策であ

って関税政策ではない、②国ではなく製品に

対して適用される、③輸出国に関係なく実際

の炭素排出量に基づいて適用される、と説明

し（注41）、保護主義的でないので同ルールに

抵触しないという立場をとっている。

　ここでいう環境政策とは、EU ETS改革の

一環という意味である。EU ETSではカーボ

ンリーケージの懸念のある業種の事業者に排

出量の無償割当を行っており、CBAM規則

案はその代替措置とされている。すなわち、

CBAM規則案の対象品目では、無償割当が

2026〜2034年に段階的に廃止になる。その代

わりに炭素国境調整の負担が段階的に引き上

げられ、2034年に無償割当を完全に代替する
（注42）。もっとも、これまでのところEU域外

各国との対話や国際協力は深まっておらず、

EU側の説明が理解を得ているとは言い難い。

■４．日本にとっての課題

⑴�　予定通りのCBAM導入を想定する

と課題は３つ

　日本もCBAM規則案が成立すれば、EU向

け輸出の多い前出の国々ほどではないものの



47
月
刊資本市場　2023．５（No. 453）

直接的な影響を受ける。それらの国々から

EUへ輸出できなくなった余剰品が第三国市

場に出回り、国際市況が値崩れすれば、やは

り日本の事業者に影響する。そして、より注

意が必要なのは、2025年12月までにCBAM

の対象品目の拡張が検討されることだ。有機

化学品やプラスチックが対象に含まれるおそ

れがある。

　CBAM規則案には少なからぬ国々が反対

しているが、予定通りの日程で導入されるケ

ースを想定すると、日本にとり、対象品目の

炭素価格や炭素排出量に係わる実務面の対応

が重要となる。具体的には、次の３つの課題

が挙げられる。第１に、日本の事業者が負担

する複雑な炭素価格をEU側に理解してもら

うこと、第２に、対象品目における炭素排出

量の計測手法を確立し普及させること、第３

に、炭素排出量の計測・評価の国際的な共通

化を目指すこと、である。

⑵�　第１の課題〜日本の事業者が負担

する複雑な炭素価格の理解促進

　第１の課題は、日本の事業者が既に負担し

ている、そして今後負担する炭素価格につい

て、EU側に理解してもらうことである。日

本には様々な暗示的なカーボンプライシング

があるうえ、今後は以下にみるように新しい

明示的なカーボンプライシングが複数導入さ

れる。こうした複雑な状況を説明すべく、類

似の事情を抱えた第三国とも連携して、EU

側との対話に臨むことが望まれる（注43）。

　内閣総理大臣を議長とするGX（注44）実行

会議の基本方針によると、日本の排出量取引

制度は2026年度から本格導入される（注45）。

すなわち、2023年度からGXリーグ（注46）に

おける排出量取引制度が自由参加型で試行さ

れ、2026年度から参加率向上に向けた方策な

どが検討される。また、排出量の多い発電事

業者に対しては、排出枠を対象とした「有償

オークション」が2033年度から段階的に導入

される。さらに、炭素税に相当する「炭素に

関する賦課金」も2028年度から導入される。

対象は化石燃料の輸入事業者等であり、当初

は低い料率で導入した上で徐々に引き上げる

方針である。

　以上のように、日本では複数のカーボンプ

ライシングが長期間かけて段階的に導入され

る。これは、代替技術の有無や国際競争力へ

の影響等を勘案し、GXに取り組む期間を十

分に設けるためであるが、その代償として制

度が複雑化している。EU側へはかなり丁寧

な説明が必要となろう。

⑶�　第２の課題〜炭素排出量の計測手

法の確立と普及

　第２の課題は、CBAM対象品目における

炭素排出量の計測手法の確立と普及である。

日本はGHG削減に向けた取り組みが欧州ほ

ど進んでおらず、特に中小企業では遅れてい

る。しかも、昨年12月の暫定合意では「間接

的な排出量」が条件付きながら計測対象に含

まれることになった。その計測手法を確立し、
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中小企業も含めて普及させることが課題とな

る。

　この課題に関しては、今後は取り組みの加

速が期待できる面がある。というのも、幅広

い投融資先（顧客企業）を有する銀行や保険

会社などにおいて、顧客企業への脱炭素支援

が広がりつつあるからだ。既にメガバンクや

一部の地方銀行では顧客企業の排出量測定サ

ービスを開始している（注47）。昨年７月には

監督当局から銀行や保険会社などに対し、顧

客企業の排出量「見える化」支援を求める文

書が公表された（注48）。特に地域金融機関に

は中小企業への支援提供が期待されている。

こうした支援は個別の輸出品というよりも事

業者全体を計測対象としており、CBAM規

則に直接対応するわけではないが、それでも

中小企業にとり大きな助けとなろう。

⑷�　第３の課題〜炭素排出量の計測・

評価の国際的な共通化

　第３の課題は、炭素排出量の計測・評価の

国際的な共通化を目指すことである。これが

実現すれば、日本を含めたEU域内外におけ

る公正・公平な計測が担保され、CBAMが

EU制度を域外に一方的に適用するという側

面が一部解消する。そこで、実現に向けて日

本の積極的な関与が望まれる（注49）。経済産

業省を事務局とする審議会も、日本が「国際

的に信頼性の高い計測／評価手法の国際ルー

ルの策定・適用を主導する（注50）」としている。

この具体策としては、国際経済法の専門家か

ら、WTO内の有志国の会議体「貿易と環境持

続可能性に関する体系的議論（TESSD）」を

始めとする多国間協議において、一定の指針

に向けたソフトな合意形成を目指すのが現実

的ではないか、との意見が聞かれる（注51）。

■５．おわりに

　EUのCBAM規則案は昨年12月の暫定合意

を経て、本年10月から施行される予定である。

ただし、本文でみたように、WTOルールと

の整合性の確保という大きな課題が残る。今

後、WTO内の各会議体やドイツの提唱した

G７「気候クラブ」（昨年12月正式発足）と

いった多国間協議の場において、EUとEU域

外各国との議論が急ピッチで深まることが望

まれる。

　もとより炭素国境調整措置に関しては、そ

の効用として次の３つが挙げられる。すなわ

ち、①輸入国の事業者と輸出国の事業者との

競争条件の平準化、②カーボンリーケージの

防止、および③炭素排出規制の緩やかな国に

おける同規制の厳格化促進、である（注52）。

①と②には本稿の冒頭で触れたが、CBAM

規則案では③も期待される。明示的なカーボ

ンプライシングがあれば二重賦課防止のため

の減免措置を受けられるため、域外各国でそ

の導入が広がる可能性があるからだ。欧州委

員会も従来、CBAM規則案には域内産業の

保護だけでなく、域外各国の脱炭素に向けた

取り組みを促す意図もある旨を強調している
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（注53）。その意味で経済学的見地からは、EU

のCBAMに「グローバルなカーボンプライ

シングへの懸け橋」となることが期待される
（注54）。

　もっともCBAM規則案にはEU制度を域外

に一方的に適用する側面があり、政治的にそ

れが反発を招くため、「懸け橋」は容易に実

現しない。EU側にはWTOルールとの整合性

を確保するためにも、域外各国の暗示的なカ

ーボンプライシングを勘案するような柔軟性

が強く望まれる。

　こうしたなか、前掲の日本の３つの課題の

うち「炭素排出量の計測・評価の国際的な共

通化」を目指すことが、とりわけ重要になる

と思われる。そもそも経済学的には、世界で

共通のカーボンプライシング（最も容易なの

は炭素税）こそが、グローバルに一貫したシ

グナルを送ることで大幅なGHG削減を達成

できるとされている（注55）。世界共通のカー

ボンプライシングを一足飛びに導入するのは

非現実的としても、まずは「炭素排出量の計

測・評価の国際的な共通化」に向けた議論を

始めることが望ましい。EUのCBAM導入を

巡る対話や国際協力が、まさにその機会にな

るよう期待される。
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（注53）	 European Commission ［2021a］, Explanatory 

Memorandum, p.3 お よ び European Commission 

［2021c］。先行研究では、炭素国境調整措置に産業

保護の目的が隠されているとしても、環境保護の

利益が十分に大きい場合には、その帰結が経済学

的な資源配分の観点から望ましい場合があると示

唆されている（蓬田・樽井・山崎 ［2012］, p.182）。
（注54）	 有村 ［2021］.
（注55）	 Nordhaus ［2011］, p.9.
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